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本⽇の要旨

• デジタル庁の地理空間情報への取組（全容）
• アドレス・ベース・レジストリ（⼟地関連台帳間連携PF）について
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• コピーしてからご利⽤ください
• Version.20210907
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タイル
（TL-ID）

⾼度

代表点の
緯度経度

ボクセル（VX-ID）

アドレス（AD-ID1）

建物（BL-ID）

ベース・レジストリ・プロジェクトを進めるととともに、関係府省と連携しながら地理
空間データ関連プロジェクトの検討を実施。

筆（LD-ID1）

アドレス（AD-ID2）

筆（LD-ID2）

アドレス（AD-ID3）

不動産（RP-ID）

道路ID
（RD-ID） ゲート

（GTID）

３次元データ整備
• ３次元データの整備
• ボクセルを付与
• タイルで緯度経度と紐付け
• 動的対象物の特定
• CityGML

２次元データ整備
• 地番と住所の紐付け
• 住所と緯度経度の紐付け
• 不動産（取引単位）のID付与

台帳同⼠の紐付け
• ２Dデータとの紐付け
• ３Dデータとの紐付け
• ⾏政データ同⼠の紐付け
• ⺠間データとの紐付け

動的対象物
（ドローン等）

デジタル庁の地理空間情報への取組
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• 位置情報を表す空間IDをキーにID連携により各情報にアクセスできる。変更も履歴で管理できる。
データ連携イメージ
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建物ID

⼟地ID

ボクセルID

タイルID
不動産売買
都市計画
出店計画
環境分析

建物名

住所

地図

区分ID

不動産ID

緯度・経度
（・⾼度）

空間ID

アドレスID

筆ID

道路IDドローンID



⽬指している姿とベースレジストリの位置付け
【⽬指す姿】
誰でもデータをストレスなく活⽤でき、
データが暮らしをサポートしてくれる社会
【ベースレジストリとは】
公的機関等で登録・公開され、様々な場⾯で参
照され、正確性や最新性が担保された⼈、法⼈、
⼟地、建物、資格等の社会の基本データ

Trust & 
Safety

データの⼊⼒や審査が⾃
動化され、⼿続きが速く
楽になる ベースレジストリ 統計 センサーデータ

様々なサービスが選択でき、
暮らしやすい

オープンデータ ＋⺠間データデータ交換や活⽤をするための仕組み

必要なデータが簡単に⼿に⼊り、
新サービスをスタートさせやすい

データが⾼度に管理され、
重複投資がなくなる

社会の維持管理
コストが減少
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• 重点データを国と⾃治体が協⼒して整備。
• 区分①：即効性の観点から、早期にベース・レジストリとしての利活⽤を実現するものとして指定す

るデータ
• 区分②：今後ベース・レジストリとして整備のあり⽅を含め検討するものとして指定するデータ

ベース・レジストリの指定

法⼈
３情報

事業所

アドレス
（町字・地

番）

⽀援
制度

個⼈
資格

法⼈
資格

法律・政
令・省令

地図情報

中央省庁
施設

⾃治体
施設

個⼈ その他法律等公共
施設

⼟地
地図

個⼈
４情報

法⼈

【電⼦国⼟基本図（国⼟地理院）】

【 ミラサポPlus制度ナビ（経産
省）】

【⽣活再建⽀援制度DB（府防災）】
【官報（印刷局）】

【EDINET（⾦融庁）*】

【eGov（総務省）】

灰⾊はデータ戦略タスクフォース第⼀次とりま
とめベース・レジストリロードマップの区分

郵便番号
【（⽇本郵便株式会社）】

⽂字情報

【（文字情報技術促進協議会）】

決算情報

イベント

・

⼾籍

オープン化

整備のあり⽅を含め検討

【町字：電⼦国⼟基本図（国⼟地理院）】
【地番：不動産登記簿（法務省）】

⽒名
住所
性別
⽣年⽉⽇

個人情報については、「マイナンバー制
度及び国と地方のデジタル基盤抜本改
善ワーキンググループ 」を受け、マイナ
ンバー等を利用した情報連携の拡大に
向けた検討を進める

マイナンバー法等の下
マイナンバーを利用した

情報連携

オープン化⾒込み
届出認定 表彰

【gBizINFO（経産省）】

【会社法⼈等番号、商号（法⼈
名）、

本店（所在地）、役員、資本⾦：
商業・法⼈登記簿（法務省）*】

役員
資本⾦

事業所DBの構築の仕組みを検討

法⼈・⼟地に係る⾏政サービスにおける
ワンスオンリーの実現等の新たな価値の創出

※

※

※具体的なデータの活⽤・整備⽅法等について要調整

※

*既にgBizINFOと連携済みでありgBizINFOの活⽤も検討中

※マイ
ナンバー

【法⼈番号：法⼈番号公表サイト（国税庁） * 】 不動産
登記情報

【所在、不動産番号、地図データ：
不動産登記簿（法務省）】

区分①

区分②

【凡例】

※
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不動産登記情報のベース・レジストリ指定
• ⼟地・地図分野のベース・レジストリ

として、不動産登記情報における不動
産番号・地図データを指定している。

台帳間連携PF構築により解決したい課題
• 不動産登記情報を活⽤したい⾏政機関

が個別に法務省/登記所とデータ提供に
関する調整を⾏っている。

• データの抽出に費⽤・労⼒と時間がか
かっている。

• 不動産登記情報の提供先で、登記の情
報と現況情報の差異を把握している
ケースがあるが、法務省/登記所がそれ
を把握し、登記に反映することが困難。

⼟地関連台帳間のデータ循環（⽬指す姿）

登記情報システム

地図情報システム

⼟地関連台帳間
連携DB

データ
クレンジング

A省システム・台帳

B省システム・台帳

C⾃治体システム・台帳

⼟地関連台帳間連携
プラットフォーム

アドレス・ベース・レジストリ
(地番マスター・地番ポリゴン)

データ抽出 データ提供

データ提供参照

不動産登記情報

デジタル庁で調査・PoCを実施中


